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農林水産省の任務と組織等の概要

○農林水産省の任務 （農林水産省設置法第３条）

農林水産省は、食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農林漁業者の福祉の増進、
農山漁村及び中山間地域等の振興、農業の多面にわたる機能の発揮、森林の保続培養
及び森林生産力の増進並びに水産資源の適切な保存及び管理を図ることを任務とする。

組織等 令和元年度末定員 20,769名

(注)所管法人は、省庁別連結財務書類における連結対象法人（22ページを参照）を記載しています。

大 臣 官 房 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計（業務勘定）

消 費 ・ 安 全 局 （所管法人） ・・・ 独立行政法人農林水産消費安全技術センター

食 料 産 業 局

生 産 局 （所管法人） ・・・ 独立行政法人農畜産業振興機構

独立行政法人家畜改良センター

経 営 局 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計（農業再保険勘定）

（所管法人） ・・・ （株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務勘定）
農水産業協同組合貯金保険機構
独立行政法人農業者年金基金
独立行政法人農林漁業信用基金

農 村 振 興 局 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計 （国営土地改良事業勘定）

政 策 統 括 官 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計 （農業経営安定勘定、食糧管理勘定）

農林水産技術会議 （所管法人） ・・・ 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

国立研究開発法人国際農林水産業研究センター

林 野 庁 （特別会計） ・・・ 国有林野事業債務管理特別会計

（所管法人） ・・・ 国立研究開発法人森林研究・整備機構

水 産 庁 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計

（漁船再保険勘定、漁業共済保険勘定）

（所管法人） ・・・ 国立研究開発法人水産研究・教育機構

地 方 支 分 部 局 等 地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、漁業調整事務所
植物防疫所等、動物検疫所、動物医薬品検査所、農林水産政策研究所、
農林水産研修所、森林技術総合研修所
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政策

担当局等

～政策と組織の関係～

１．食料の安
定供給の確保

２．農業の持
続的な発展

３．農村の振
興

４．森林の有
する多面的機
能の発揮と林
業・木材産業
の持続的かつ
健全な発展

５．水産物の
安定供給と水
産業の健全な
発展

６．横断的に
関係する政策

大臣官房 ● ● ●

国際部 ● ● ●

統計部 ● ● ● ●

消費・安全局 ● ● ●

食料産業局 ● ● ●

生産局 ● ● ●

経営局 ● ● ●

農村振興局 ● ● ●

政策統括官 ● ● ●

農林水産技術会議 ●

林野庁 ● ● ●

水産庁 ● ● ●

地方農政局 ● ● ● ●

北海道農政事務所 ● ● ● ●

検査指導機関 ●

その他 ● ● ● ● ●

食料安定供給

特別会計

（農業経営安定勘定） ●

（食糧管理勘定） ● ●

（農業再保険勘定） ●

（漁船再保険勘定） ●

（漁業共済保険勘定） ●

（業務勘定） ● ● ●

（国営土地改良事業勘定） ●

国有林野事業債務管理特別会計 ●

東日本大震災復興特別会計 ● ● ● ● ●

※「その他」は、会計法（昭和22年法律第35号）第24条第2項に基づき、他の各省各庁所属の職員が行った事務及び同法第48条第1項により、都道府県の知事又は知
事の指定する職員が行った事務である。
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～各政策における事業概要～

【各政策の概要】

１.食料の安定供給の確保

①国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保 (事業コスト：95億円)

（政策の概要）

食品の生産から消費に至る一連の食品供給行程において安全管理の取組強化が求めら
れている中、食品の安全と消費者の信頼の確保を図る。
このため、

①食品の安全性の向上及び生産から消費に至る一連の食品供給行程における取組の拡
大
②食品表示の適正化及び食品トレーサビリティの取組の推進
のための施策を行う。

②幅広い関係者による食育の推進と国産農産物の消費拡大、「和食」の保護・継承 (事業コスト：6億円)

（政策の概要）

高齢化が進展する中、生活習慣病の予防による健康寿命の延伸、健康な次世代の育成
の観点から、健全な食生活を営めるよう、政策を展開する必要がある。

このため、「日本型食生活の実践」「食育の推進」及び「和食の保護・継承」を実現すべく、
幅広い世代を対象に官民一体となった国民運動を展開する。また、この取組により、国産農
林水産物の消費拡大に繫げる。

③生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓 (事業コスト：75億円)

（政策の概要）

食料の安定供給という重要な役割を担っている農業や食品産業が持続的な発展をするた
めには、消費者の多様なニーズに的確に対応するとともに、国内外の新たな需要の取り込
みを図っていくことが重要である。

このため、農業者が明確な事業戦略の下で、食品産業事業者や他の農業者等とも緊密な
コミュニケーションを図るなど積極的に連携しつつ、主体的に取り組む６次産業化や農商工
連携を促進する。また、食品産業が消費者ニーズに対応した食品を安定的に供給し、国内
農業とも深く結び付いた地域の主要産業としての役割を十分に発揮していくことができるよ
う、中小規模の事業者も含めた食品産業全体の競争力の強化に向けた取組を促進する。

④グローバルマーケットの戦略的な開拓 (事業コスト：117億円)

（政策の概要）

世界の人口の増大や各国の経済成長等に伴い、世界の食関連の市場規模も拡大が続く
と見込まれるとともに、海外における日本食への関心も高まっている。

このため、今後成長が見込まれる世界の食関連市場の獲得に向けて、成長著しいアジア
諸国のみならず、より購買力の高い人口を多く擁する欧米の大市場も重視しつつ、日本の
農林水産物・食品の輸出や、食品産業のグローバル展開を促進する。
また、知的財産を戦略的に創造・活用・保護する取組を促進する。

政策コスト 4,257億円
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⑥力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等 (事業コスト：5,091億円)

（政策の概要）

効率的かつ安定的な農業経営が、農業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため、
認定農業者等の担い手に対し、重点的に経営発展に向けた支援を実施する。

このため、認定農業者等の担い手の育成・確保、女性農業者が能力を最大限発揮できる
環境の整備等の施策を行う。

⑦担い手への農地集積・集約化と農地の確保 (事業コスト：700億円)

（政策の概要）

農業の生産性を高め、成長産業としていくため、担い手への農地の集積・集約化を推進
する。

また、荒廃農地を再生利用する取組を推進し、荒廃農地の発生防止と解消を図るほか、
農業振興地域制度及び農地転用許可制度の適切な運用を図り、優良農地の確保と有効
利用の取組を推進する。

⑧構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進 (事業コスト：5,311億円)

（政策の概要）

良好な営農条件を備えた農地・農業用水の確保と有効利用を通じて、国内農業の生産性の向
上と食料自給率・食料自給力の維持向上を図る。

このため、事業の効率的な実施を旨とし、地域の特性に応じた農業生産基盤の整備を推進す
る。

２.農業の持続的な発展

⑨需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革 (事業コスト：5,268億円)

（政策の概要）

超高齢化社会、本格的な人口減少社会の到来等の社会構造やライフスタイル等の変化、
国内外の新たな市場の開拓の可能性を踏まえ、消費者に選択される商品やサービスの供
給、新たな価値の創造に取り組んでいく必要がある。
このため、マーケットインの発想による多様で高度な消費者ニーズ等への的確な対応や
生産性の向上に向けた生産・供給体制の構築等の施策を行う。

政策コスト 18,208億円

⑤様々なリスクに対応した総合的な食料安全保障の確立 (事業コスト：3,381億円)

（政策の概要）

国民に対する食料の安定的な供給については、国内の農業生産の増大を図ることを基
本とし、これと輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要である。
また、凶作、輸入の途絶等の不測の事態が生じた場合にも、国民が最低限度必要とする
食料の供給の確保を図る必要がある。

他方、世界的な人口増加等による食料需要の増大、気候変動による生産減少など、我が
国の食料の安定供給に影響を及ぼす可能性のある様々な要因（リスク）が顕在化しつつあ
り、中長期的な食料需給のひっ迫が懸念され、また、自然災害や輸送障害などの一時的・
短期的に発生するリスクも存在している。

このため、不測の事態に備え、平素からこれらのリスクの影響等を分析、評価するととも
に、不測の事態が生じた場合の具体的な対応手順の整備、関係者による共有を進める。ま
た、リスクの分析、評価を踏まえた、食料の安定供給への影響を軽減するための対応策を
検討、実施することにより、総合的な食料安全保障の確立を図る。
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⑫気候変動に対する緩和・適応策の推進及び生物多様性の保全・利用 (事業コスト：46億円)

（政策の概要）

農林水産分野における気候変動に対する緩和・適応策の推進については、「地球温暖
化対策計画」（平成28年５月閣議決定）等に基づき、森林・農地土壌における吸収源対策

や農林水産分野の排出削減対策の着実な実施を図るとともに、「気候変動の影響への適
応計画」（平成27年11月閣議決定）や「気候変動適応計画」（平成30年11月閣議決定）等に
基づき、地球温暖化による農林水産業への影響に対応するための適応策を推進する。
農林水産分野における生物多様性の保全・利用については、「生物多様性国家戦略

2012－2020」（平成24年９月閣議決定）等に基づき、生物多様性の保全・利用を重視した農
林水産施策を総合的に展開する。

⑬農業の自然循環機能の維持増進とコミュニケーション (事業コスト：52億円)

（政策の概要）

環境問題に対する国民の関心が高まる中、農業分野においても地球温暖化防止や生物
多様性保全に貢献するため、より環境保全効果の高い営農活動の普及を推進する。

このため、家畜排せつ物や稲わら等の資源の循環利用、農薬及び肥料の適正な使用の
確保等を通じて、環境と調和のとれた農業生産を拡大するための施策を行う。

⑪先端技術の活用等による生産・流通システムの革新等 (事業コスト：29億円)

（政策の概要）

農業者の高齢化、労働力不足が進む中で、担い手の一層の規模拡大、省力化や低コス
ト化等を実現する技術導入を推進する。

このため、先端技術等の活用等により、コスト削減や高付加価値化を実現する施策を行
う。

⑩戦略的な研究開発と技術移転の加速化 (事業コスト：1,103億円)

（政策の概要）

農林水産業や食品産業の成長産業化を促進するため、生産や流通等の現場のニーズ
に直結した戦略的な研究開発と、その成果の速やかな現場への移転によりイノベーション
を起こし、生産性の大幅な向上、需要への的確な対応や新たな価値の創出等を促進する
必要がある。具体的には、委託プロジェクト研究や国立研究開発法人による研究開発を実
施し、ロボット技術やICT、ゲノム技術等の最先端の技術を応用することにより、生産・流通

システムを画期的に改善する技術の開発を推進する。また、地球温暖化及び災害への対
応等、公的機関が担うべき分野についての取組を強化するとともに、レギュラトリーサイエ
ンスの充実・強化により食品安全、動植物防疫等に的確に対応する。

３.農村の振興 政策コスト 1,107億円

⑭地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等 (事業コスト：940億円)

（政策の概要）

集落において高齢化や人口減少が進行する中で、小規模な農家や兼業農家、高齢者、
地域住民等も含め、地域全体でのコミュニティ機能の発揮等により、地域の共同活動を通
じて営まれる農地等の資源の維持・継承、住みやすい生活環境の実現に向けた取組を推
進する。
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４．森林の有する多面的機能の発揮と
林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

⑰森林の有する多面的機能の発揮 (事業コスト：3,008億円)

（政策の概要）

全ての森林は、森林の有する多面的機能の発揮を通じて、国民生活の維持・向上に寄与
しており、各々の森林について、期待される機能が十分に発揮されるよう整備し、保全しな
ければならない。

従って、森林の有する多面的機能を将来にわたって持続的に発揮させていくため、面的
なまとまりをもった森林経営の確立、多様で健全な森林の整備及び国土の保全等の施策
を総合的かつ体系的に推進する。

⑱林業の持続的かつ健全な発展 (事業コスト：97億円)

（政策の概要）

林業の持続的かつ健全な発展を図り、森林の有する多面的機能の持続的な発揮に資す
るため、相当程度の事業量を確保するとともに、高い生産性と収益性を実現し、森林所有
者の所得向上と他産業並み従事所得を確保できる林業経営の育成を目指す。

このため、森林経営計画に基づく低コストで効率的な施業の実行やこれらを担う人材の
育成・確保等を推進する。

政策コスト 3,729億円

⑯多様な分野との連携による都市農村交流や農村への移住・定住等 (事業コスト：25億円)

（政策の概要）

国民の農業・農村に対する理解と関心を深め、多様な人材を取り込むとともに、国民が豊
かさを実感することができる社会の構築に貢献する観点から、都市農村交流や農村への
移住・定住の促進、都市農業の振興を図る必要がある。

このため、農業を軸に多様な分野との連携を深めるとともに、移住・定住へと発展させて
いくために、都市と農村の交流を促進する。また、都市農業の振興を図るため、都市農業
の持つ機能・効果に対する都市住民の理解を促進する。

⑲林産物の供給及び利用の確保 (事業コスト：67億円)

（政策の概要）

森林の有する多面的機能の持続的な発揮及び林業の持続的かつ健全な発展を図るとと
もに環境負荷の少ない社会の実現に資するため、我が国の経済社会の動向や木材の需
要構造の変化等を踏まえた上で、木材の安定供給体制の構築、新たな木材需要の創出を
推進する。

⑮多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出 (事業コスト：62億円)

（政策の概要）

農村、とりわけ中山間地域等においては、我が国が直面する高齢化や人口減少が都市
部に先駆けて進行しており、集落機能や地域資源の維持に影響が生じ、地域特性に応じ
た付加価値の高い農産物の生産・加工・販売等の活動を展開する上において厳しい状況
となっている。

このため、農村の豊かな地域資源を最大限活用した新たな価値の創出や農業関連産業
の導入等を通じて、農村全体の雇用の確保と所得の向上を促進するとともに、これまで農
村の域外に流出していた経済的な価値を域内で循環させる地域内経済循環を進めるとと
もに、将来的には、地域間での経済的なネットワークを強化し、広域的な経済圏域への発
展を目指す。
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６．横断的に関係する政策

㉓政策ニーズに対応した統計の作成と利用の推進 (事業コスト：86億円)

（政策の概要）
農政を支える情報インフラ等として、経営所得安定対策をはじめとした政策ニーズ等を踏ま
えた的確な農林水産統計の作成と利用の推進を図る。

令和元年度に実施した政策の評価結果については農林水産省ホームページに掲載しています。
詳しくはこちらをご覧下さい。

https://www.maff.go.jp/j/assess/R1/kekka/01kekka.html

政策コスト 230億円

㉑漁業経営の安定 (事業コスト：979億円)

（政策の概要）

我が国周辺の「身近な自然の恵み」が国民の食生活等において十分活用されるようにして
いくことが重要であり、そのためには、漁業経営の安定的な発展を確保すること等により、我
が国の水産物の自給力を維持・強化することが不可欠である。
この中、漁業経営の安定的な発展を確保するため、
①浜プランの着実な実施とそれに伴う人材の育成及び水産資源のフル活用
②漁協系統組織の再編整備等
の施策を行う。

㉒漁村の健全な発展 (事業コスト：1,459億円)

（政策の概要）

漁村地域においては、景観等の地域資源、多面的機能等、漁村のもつ特性を活かして希
望を持って定住できる地域を実現していくことが重要である。また、水産物は「身近な自然の
めぐみ」であるとともに、国民の健康の維持向上にも寄与するものであり、その消費拡大に
取り組むことが重要である。

この中、水産物の供給拠点として極めて重要な役割を果たす漁村の健全な発展を図るた
め、
①漁港・漁場・漁村の総合的整備及び多面的機能の発揮の促進
②加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開
の施策を行う。

５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展 政策コスト 2,891億円

⑳水産資源の回復 (事業コスト：374億円)

（政策の概要）

我が国周辺の「身近な自然の恵み」が国民の食生活等において十分活用されるようにして
いくことが重要であり、そのためには、水産資源の持続的利用を確保すること等により、我が
国の水産物の自給力を維持・強化することが不可欠である。
この中、水産資源の持続的利用の確保を図るため、
①国内の資源管理の高度化と国際的な資源管理の推進
②持続可能な養殖業・栽培漁業の推進
の施策を行う。
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～政策別コストの前年度比較～

政策別コスト情報とは

政策別コスト情報は、より一層の財務情報の充実を図るため、平成21年度より各省庁において作成・

公表されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態別に表示さ

れている費用を、各省庁の政策評価項目毎に配分して表示したセグメント情報として作成しています。

さらに、政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく、政策によっては各省庁が保有する資産を

活用して事務事業を行っているもののほか、政策にかかるコストとして算入された減価償却費について

も基となる資産があることから、政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表示しています。政

策別のストックの情報についてはP12を参照してください。

業務費用計算書については、P17を参照してください。

＜令和元年度＞＜平成30年度＞

32,925億円33,764億円

△839億円

（注）文中における計数は、原則として表記以下切り捨てとしています。

１．食料の安定

供給の確保

4,320億円

２．農業の持続的な発展

16,709億円

３．農村の振興

3,779億円

４．森林の有する多

面的機能の発揮と林

業・木材産業の持続

的かつ健全な発展

3,661億円

５．水産物の安

定供給と水産業

の健全な発展

2,573億円

６．横断的に

関係する政策

193億円
官房経費等

2,526億円

１．食料の安定

供給の確保

4,257億円

２．農業の持続的な発展

18,208億円

３．農村の振興

1,107億円

４．森林の有する多

面的機能の発揮と林

業・木材産業の持続

的かつ健全な発展

3,729億円

５．水産物の安

定供給と水産業

の健全な発展

2,891億円

６．横断的に

関係する政策

230億円 官房経費等

2,498億円
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政策別コストの経費別内訳

政策別コストの会計別内訳

（単位 ： 億円）

区分 合計

経費

人件費等 売上原価 補助金等
委託費等
（注）

独立行政
法人運営
費交付金

庁費等
減価償却
費

その他

１．食料の安定供給の確保 4,257 443 2,865 419 278 69 144 24 12

２．農業の持続的な発展 18,208 524 48 7,872 6,270 1,094 512 1,686 200

３．農村の振興 1,107 70 - 988 0 - 44 2 1

４．森林の有する多面的機能の発揮と林
業・木材産業の持続的かつ健全な発展

3,729 376 - 2,433 23 - 332 443 120

５．水産物の安定供給と水産業の健全な
発展

2,891 66 - 2,033 95 - 197 369 129

６．横断的に関係する政策 230 127 - - 50 - 33 4 13

官房経費等 2,498 284 - 1,632 2 - 303 20 256

コスト計 32,925 1,892 2,913 15,379 6,721 1,164 1,568 2,551 734

（注）委託費等の欄には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第2条第1項に規定する補助金等に該当しない「委託費」「交付金」
等の表示科目のものを合算しています。

（単位 ： 億円）

区分 合計 一般会計

特別会計

相殺消去食料安定供給
特別会計

国有林野事業
債務管理特別

会計

東日本大震災
復興特別会計

１．食料の安定供給の確保 4,257 1,920 3,180 - 46 ▲ 890

２．農業の持続的な発展 18,208 16,354 2,991 - 330 ▲ 1,467

３．農村の振興 1,107 1,019 - - 88 -

４．森林の有する多面的機能の発揮と林
業・木材産業の持続的かつ健全な発展

3,729 3,675 - 8 250 ▲ 205

５．水産物の安定供給と水産業の健全な
発展

2,891 2,646 253 - 166 ▲ 174

６．横断的に関係する政策 230 230 - - - -

官房経費等 2,498 1,734 2 - 761 ▲0

コスト計 32,925 27,581 6,428 8 1,643 ▲ 2,737
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～政策別コストの経費別 前年度比較～

（単位：億円）

１．食料の安定供給
の確保

２．農業の持続的な
発展

３．農村の振興

４．森林の有する多面
的機能の発揮と林業・
木材産業の持続的か
つ健全な発展

５．水産物の安定供
給と水産業の健全
な発展

６．横断的に関係す
る政策

官房経費等

2,865

2,958

1,632

1,546

2,033

1,818

2,433

2,366

988

950

7,872

7,938

6,270

5,806

1,094

1,080

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

R元年度

H30年度

R元年度

H30年度

R元年度

H30年度

R元年度

H30年度

R元年度

H30年度

R元年度

H30年度

R元年度

H30年度

人件費等

売上原価

補助金等

委託費等

独立行政法人運営費交付金

庁費等

減価償却費

その他

政策別コスト（H30年度→R元年度） （単位：億円）

区分 H30年度 R元年度
対前年度
（増 ▲減）

主な増▲減要因

１．食料の安定供給の確保 4,320 4,257 ▲ 62

２．農業の持続的な発展 16,709 18,208 1,498
公共用財産にかかる減価償却費
の増

３．農村の振興 3,779 1,107 ▲ 2,671
公共用財産にかかる減価償却費
の減

４．森林の有する多面的機能の発揮と
林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

3,661 3,729 67

５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展 2,573 2,891 318
水産物供給基盤整備事業費補助
等の増

６．横断的に関係する政策 193 230 37

官房経費等 2,526 2,498 ▲ 27

コスト計 33,764 32,925 ▲ 839
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～政策別コストの推移～

（単位：億円）

（参考）政策評価体系の見直しによる政策の推移の考え方について

政策別コスト情報の区分は、農業分野について、新たな「食料・農業・農村基本計画」が平成
27年3月に策定され、そこに掲げられた施策を踏まえ、平成28年度より見直された政策評価体
系によるものであり、平成27年度以前の政策別コスト情報の区分とは異なっています。

3,385 2,393 2,354 2,526 2,498
1,678

189 163 193 230

2,894
2,317 2,487 2,573 2,891

4,065

2,967 3,562 3,661 3,729

2,735

1,102
3,791 3,779 1,107

12,503
20,036

17,255 16,709
18,208

8,921 4,201 4,321 4,320 4,257

36,183
33,208 33,937 33,764 32,925

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

■１．食料の安定供給の確保

■２．農業の持続的な発展

■３．農村の振興

■４．森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

■５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展

■６．横断的に関係する政策

■官房経費等
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～政策別のストック情報の前年度比較～

（単位 ：億円）

➢ 令和元年度末における、政策に関連する主な資産等

• 「１．食料の安定供給の確保」の主な負債は、米麦買入代金の手当のために発行している食糧証券です。
• 「２．農業の持続的な発展」の主な資産は、用排水路等の公共用財産です。

• 「４．森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展」の主な資産は、国有林野等
の立木竹であり、負債は、国有林野事業に係る民間金融機関等からの借入金です。

１．食料の安定供給
の確保

２．農業の持続的な
発展

３．農村の振興

４．森林の有する多面的機能の
発揮と林業・木材産業の持続
的かつ健全な発展

５．水産物の安定供給と
水産業の健全な発展

６．横断的に関係す
る政策

官房経費等

１．食料の安定供給
の確保（負債）

２．農業の持続的な
発展（負債）

５．水産物の安定供給と
水産業の健全な発展（負
債）

４．森林の有する多面的機能の
発揮と林業・木材産業の持続
的かつ健全な発展（負債）

政策に関連する主なストック（H30年度→R元年度） （単位 ： 億円）

区分 H30年度 R元年度
対前年度
（増 ▲減）

主な増▲減要因

１．食料の安定供給の確保 2,678 2,592 ▲ 86

１．食料の安定供給の確保（負債） ▲ 900 ▲ 970 ▲ 69

２．農業の持続的な発展 60,782 60,462 ▲ 319 貸付金の繰上償還による減

２．農業の持続的な発展（負債） ▲ 571 ▲ 427 144 支払方式の変更による未経過再保険料の減

３．農村の振興 33 37 4

４．森林の有する多面的機能の発揮と
林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

61,171 62,412 1,241 国有財産（立木竹）の資産評価等による増

４．森林の有する多面的機能の発揮と
林業・木材産業の持続的かつ健全な発展（負債）

▲ 12,059 ▲ 11,865 194 民間金融機関等からの借入金残高の減

５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展 15,042 15,513 471 公共用財産施設の新設・改良等による増

５．水産物の安定供給と水産業の健全な発展（負債） ▲ 34 ▲ 74 ▲ 39

６．横断的に関係する政策 81 79 ▲ 1

官房経費等 13,733 13,937 204 国有財産（船舶）の新造による増

現金・預金 2,752

現金・預金 3,043

貸付米 1,110

貸付米 1,215

土地 1,817

土地 1,768

土地 10,945

土地 11,013

立木竹 31,341

立木竹 30,328

公共用財産 14,602

公共用財産 14,143

公共用財産 9,169

公共用財産 9,144

公共用財産 48,285

公共用財産 48,170

出資金 11,245

出資金 11,187

出資金 10,315

出資金 10,033

出資金 7,944

出資金 8,007

政府短期証券

▲ 970

政府短期証券

▲ 900

借入金▲ 11,865

借入金▲ 12,059

▲ 10,000 0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

現金・預金 たな卸資産

貸付米 土地

立木竹 公共用財産

出資金 その他の資産

政府短期証券 借入金

その他の負債
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省庁別財務書類とは

省庁別財務書類とは、農林水産省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を、一覧で

わかりやすく開示する観点から、企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参

考として、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」のほ

か、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連結

した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

（単位：十億円）
前年度 元年度 前年度 元年度

（平成31年3月31日） （令和2年3月31日） （平成31年3月31日） （令和2年3月31日）

<資産の部> <負債の部>

現金・預金 340 305 未払金等 24 25

たな卸資産 72 76 支払備金 8 8

未収金等 114 103 未経過（再）保険料 12 6

貸付米 121 111 賞与引当金 13 12

貸付金 30 24 政府短期証券 90 97

　貸倒引当金 ▲0 ▲0 借入金 1,245 1,221

有形固定資産 11,729 11,903

　国有財産（公共用財産を除く） 4,515 4,622

　公共用財産 7,199 7,262 退職給付引当金 350 300

　物品 14 18 その他の負債 7 11

無形固定資産 3 3 負債合計 2,076 1,973

出資金 2,996 3,025 ＜ 資産・負債差額の部 ＞

その他の資産 1 6 資産・負債差額 13,333 13,583

資産合計 15,410 15,557 負債及び資産・負債差額合計 15,410 15,557

貸借対照表（令和元年度末）

農業者年金基金の借入金
償還に係る負担金

325 290

（単位：十億円）
前年度 元年度

（自平成30年4月1日） （自平成31年4月1日）

（至平成31年3月31日） （至令和2年3月31日）

人件費 161 158
退職給付引当金等繰入額 33 30
売上原価 315 291
（再）保険費 40 23
補助金等 1,503 1,537
委託費等 613 672
独立行政法人運営費交付金 114 116
庁費等 144 156
減価償却費 369 255
貸倒引当金繰入額 0 0
支払利息 2 1
資産処分損益 44 37
出資金評価損 19 -
その他の業務費用 12 11
本年度業務費用合計 3,376 3,292

業務費用計算書（令和元年度）
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Sheet1

		貸借対照表（令和元年度末） タイシャク タイショウヒョウ レイワ ガン ネンド マツ

												（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		元年度 ガン ネンド				前年度 ゼンネンド		元年度 ガン ネンド

				（平成31年3月31日） ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ				（平成31年3月31日） ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ

		<資産の部> シサン ブ						<負債の部> フサイ ブ

		現金・預金		340		305		未払金等		24		25

		たな卸資産		72		76		支払備金		8		8

		未収金等		114		103		未経過（再）保険料		12		6

		貸付米		121		111		賞与引当金		13		12

		貸付金		30		24		政府短期証券		90		97

		　貸倒引当金		▲0		▲0		借入金		1,245		1,221

		有形固定資産		11,729		11,903		農業者年金基金の借入金償還に係る負担金 カリイレキン ショウカン カカ フタンキン		325		290

		　国有財産（公共用財産を除く）		4,515		4,622

		　公共用財産		7,199		7,262		退職給付引当金		350		300

		　物品		14		18		その他の負債		7		11

		無形固定資産		3		3		負債合計		2,076		1,973

		出資金		2,996		3,025		＜ 資産・負債差額の部 ＞

		その他の資産		1		6		資産・負債差額		13,333		13,583

		資産合計 シサン ゴウケイ		15,410		15,557		負債及び資産・負債差額合計		15,410		15,557






Sheet1

		業務費用計算書（令和元年度） ギョウム ヒヨウ ケイサンショ レイワ ガン ネンド

						（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		元年度 ガン ネンド

				（自平成30年4月1日） ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（自平成31年4月1日） ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

				（至平成31年3月31日） イタ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（至令和2年3月31日） イタ レイワ ネン ガツ ニチ

		人件費		161		158

		退職給付引当金等繰入額		33		30

		売上原価		315		291

		（再）保険費		40		23

		補助金等		1,503		1,537

		委託費等		613		672

		独立行政法人運営費交付金 ドクリツ ギョウセイ ホウジン		114		116

		庁費等		144		156

		減価償却費		369		255

		貸倒引当金繰入額		0		0

		支払利息		2		1

		資産処分損益		44		37

		出資金評価損 シュッシキン ヒョウカソン		19		-

		その他の業務費用		12		11

		本年度業務費用合計		3,376		3,292







～省庁別財務書類（農林水産省）の概要～

農林水産省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（食料安定供給特別会計、

国有林野事業債務管理特別会計、東日本大震災復興特別会計(農林水産省所管分)）を合算（会

計間取引については、相殺消去）して作成しています。

また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、省庁別

財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差

額増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている「区分別収支

計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」及び「特別会計財務書類」をご参照

ください。

～貸借対照表のポイント～
（資産）

・有形固定資産が、11兆9,030億円と資産総額の約8割を占めています。このうち国有財産（公

共用財産を除く） 4兆6,224億円は、主に国有林野等の立木竹です。また、公共用財産7兆

2,625億円については、主に用排水路等の施設です。

・出資金3兆251億円は、日本中央競馬会、日本政策金融公庫等の特殊法人等や、森林研究・整

備機構、農業・食品産業技術総合研究機構等の独立行政法人等に対する出資金です。

・資産合計は、有形固定資産の対前年度＋1,740億円の影響等を受けて、対前年度1,475億円の

増加となっています。

（負債）

・借入金については、1兆2,218億円と負債総額の約6割を占めていますが、これは、主に国有林

野事業のために民間金融機関等から借り入れたものです。

・負債合計は、退職給付引当金の対前年度▲494億円及び農業者年金基金の借入金償還に係る負

担金の対前年度▲352億円の影響等を受けて、対前年度1,029億円の減少となっています。

～業務費用計算書のポイント～

・地方公共団体に対する補助金、その他独立行政法人、民間団体等への補助金等が1兆5,379億

円と本年度業務費用の約5割を占めています。

・委託費、交付金、分担金、拠出金、補給金に係る費用が6,721億円となっています。

・本年度業務費用合計は、減価償却費の対前年度▲1,141億円の影響等を受けて、対前年度839

億円の減少となっています。
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ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（15兆5,576億円）

1,226 1,278 

29,966 30,251 

71,990 72,625 

45,153 46,224 

1,215 1,110 1,142 1,030 3,406 3,055 

0

20,000
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60,000

80,000

100,000

120,000
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160,000

30年度末 元年度末

（単位：億円）
合計：15兆4,100億円 合計：15兆5,576億円

主な増減要因について（対前年度末比＋1,475億円）

◇ 現金・預金（3,055億円：対前年度末比▲350億円）

• 食料安定供給特別会計における決算剰余金の減少などによるものです。

◇ 有形固定資産（ 11兆9,030億円：対前年度末比＋1,740億円）

• 国有財産における立木竹の資産評価等による増加1,016億円や、公共用財産の新設・改良等による
増加634億円などによるものです。

◇ 出資金（3兆251億円：対前年度末比＋284億円）

• 森林研究・整備機構への本年度出資107億円や資産評価等による増加173億円などによるものです。

【現金・預金】
日本銀行預金及び財政融資資金預託金

【未収金等】
売掛金、未収金等
・公共事業費地方負担金債権等の未収金
・米麦売払代金等の売掛金 など

【貸付米】
（公社）国際農林業協働協会に対する貸付米

【出資金】
独立行政法人、特殊法人等への出資金
・日本中央競馬会 1兆1,245億円
・森林研究・整備機構 1兆144億円
・日本政策金融公庫 2,870億円
・農業・食品産業技術
総合研究機構 2,821億円

・農林漁業信用基金 1,889億円 など

【国有財産（公共用財産を除く）】
国有林野、官行造林地、庁舎等
・立木竹 3兆1,656億円
・土地 1兆3,528億円
・工作物 587億円
・建物 332億円 など

【その他】
たな卸資産（国内米、外国米麦等）、
地方公共団体等に対する貸付金 など

【公共用財産】
・土地改良 4兆5,114億円
・海岸 1兆3,122億円
・治水(治山) 9,169億円
・漁港 4,651億円 など
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負 債（1兆9,737億円）

410 388 
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合計： 2兆767億円 合計：1兆9,737億円

【未払金等】
未払金及び未払費用
・補助率差額の未払金
・未払消費税 など

【退職給付引当金】
退職手当、恩給給付、整理資源、国家公務員災
害補償年金に係る引当金

【借入金】
国有林野事業及び国営土地改良事業に係る財政融
資資金、民間金融機関からの借入金
・国営土地改良事業 352億円
・国有林野事業 1兆1,865億円

【政府短期証券】
食糧証券

【農業者年金基金の借入金償還に係る負担金】
（独）農業者年金基金の農業者年金給付費等に対
する国の負担金

主な増減要因について（対前年度末比▲1,029億円）

◇ 借入金（1兆2,218億円：対前年度末比▲239億円）

• 財政融資資金、民間金融機関からの借入金の減少によるものです。

◇ 農業者年金基金の借入金償還に係る負担金（2,900億円：対前年度末比▲352億円）

• （独）農業者年金基金の農業者年金給付費等に対する国の負担金の減少によるものです。

◇ 退職給付引当金（3,008億円：対前年度末比▲494億円）

• 主に退職手当に係る引当金の減少によるものです。

（単位：億円）

【その他】
支払備金や未経過（再）保険料、
賞与引当金 など
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費 用（3兆2,925億円）
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合計：3兆3,764億円 合計：3兆2,925億円

フローの状況 （業務費用計算書）

主な増減要因について（対前年度比▲839億円）

◇ 補助金等（1兆5,379億円：対前年度比＋348億円）

• 国産農産物生産・供給体制強化対策地方公共団体整備費補助金104億円、農業水利施設保全管理
整備交付金99億円等が増加していることなどによるものです。

◇ 委託費等（6,721億円：対前年度比＋581億円）

• 農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金465億円、農林漁業センサス実施委託費42億円等
が増加していることなどによるものです。

◇ 減価償却費（2,551億円：対前年度比▲1,141億円）

• 主に公共用財産における減価償却費の減少によるものです。

（単位：億円）

【人件費】
職員の給与

【売上原価】
食糧の売払収入に対応する原価

【独立行政法人運営費交付金】
・農業・食品産業技術総合研究機構 656億円
・水産研究・教育機構 172億円
・森林研究・整備機構 103億円

など

【補助金等】
・農業競争力強化基盤整備事業費補助 930億円
・農業者年金給付費等負担金 828億円
・農山漁村地域整備交付金 774億円
・農村地域防災減災事業費補助 704億円
・漁業経営安定対策事業費補助金 657億円
・漁港施設災害復旧事業費補助 643億円

など

【委託費等】
委託費、交付金、分担金、拠出金、補給金
・水田活用直接支払交付金 2,937億円
・農業経営安定事業生産条件不
利補正対策交付金 2,196億円

・牛肉等関税財源畜産業振興対
策交付金 352億円

・農畜産業振興対策交付金 322億円
など

【減価償却費】
有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

【その他】
退職給付引当金等繰入額、（再）保険費、庁費等、
支払利息、資産処分損益、出資金評価損 など
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（参考）連結財務書類について

（単位：十億円）
前年度 元年度 前年度 元年度

（平成31年3月31日） （令和2年3月31日） （平成31年3月31日） （令和2年3月31日）

<資産の部> <負債の部>

現金・預金 929 970 未払金等 61 54

有価証券 935 939 支払備金 10 10

たな卸資産 73 76 未経過（再）保険料 15 9

未収金等 154 132 賞与引当金 18 18

貸付米 121 111 政府短期証券 90 97

貸付金 3,079 3,176 公債 264 259

　貸倒引当金 ▲ 16 ▲ 18 借入金 4,089 4,132

有形固定資産 13,254 13,437 責任準備金 766 781

　国有財産等（公共用財産を除く） 6,029 6,146 退職給付引当金 427 373

  公共用財産 7,199 7,262 その他の負債 58 66

  物品等 25 28

無形固定資産 7 8 負債合計 5,802 5,804

出資金 1,125 1,130 <資産・負債差額の部>

その他の資産 45 54 資産・負債差額 13,907 14,216

資産合計 19,709 20,020 負債及び資産・負債差額合計 19,709 20,020

連結貸借対照表（令和元年度末）

（単位：十億円）
前年度 元年度

（自平成30年4月1日） （自平成31年4月1日）

（至平成31年3月31日） （至令和2年3月31日）

人件費 230 228
退職給付引当金等繰入額 45 42
売上原価 315 291
(再)保険費 41 23
補助金等 1,547 1,599
委託費等 546 583
庁費等 140 153
減価償却費 385 270
貸倒引当金繰入額 1 5
支払利息 26 23
資産処分損益 45 39
その他の業務費用 222 288
本年度業務費用合計 3,551 3,550

連結業務費用計算書（令和元年度）

連結財務書類は省庁別の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結したものであり、

参考情報として作成・公表しています。
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Sheet1

		連結貸借対照表（令和元年度末） レンケツ タイシャク タイショウヒョウ レイワ ガン ネンド マツ

												（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		元年度 ガン ネンド				前年度		元年度 ガン ネンド

				（平成31年3月31日） ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ				（平成31年3月31日）		（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ

		<資産の部> シサン ブ						<負債の部> フサイ ブ

		現金・預金 ゲンキン ヨキン		929		970		未払金等 ミバライキン トウ		61		54

		有価証券 ユウカ ショウケン		935		939		支払備金 シハラ ビキン		10		10

		たな卸資産 オロシ シサン		73		76		未経過（再）保険料 ミケイカ サイ ホケンリョウ		15		9

		未収金等 ミシュウキン トウ		154		132		賞与引当金 ショウヨ ヒキアテキン		18		18

		貸付米 カシツケマイ		121		111		政府短期証券 セイフ タンキ ショウケン		90		97

		貸付金 カシツケキン		3,079		3,176		公債 コウサイ		264		259

		　貸倒引当金 カシダオレ ヒキアテキン		▲ 16		▲ 18		借入金 カリイレキン		4,089		4,132

		有形固定資産 ユウケイ コテイシサン		13,254		13,437		責任準備金 セキニン ジュンビキン		766		781

		　国有財産等（公共用財産を除く） コクユウ ザイサン ナド コウキョウヨウ ザイサン ノゾ		6,029		6,146		退職給付引当金 タイショク キュウフ ヒキアテキン		427		373

		  公共用財産 コウキョウヨウ ザイサン		7,199		7,262		その他の負債 タ フサイ		58		66

		  物品等 ブッピン ナド		25		28

		無形固定資産 ムケイ コテイシサン		7		8		負債合計 フサイ ゴウケイ		5,802		5,804

		出資金 シュッシキン		1,125		1,130		<資産・負債差額の部> シサン フサイ サガク ブ

		その他の資産 タ シサン		45		54		資産・負債差額 シサン フサイ サガク		13,907		14,216

		資産合計 シサン ゴウケイ		19,709		20,020		負債及び資産・負債差額合計 フサイ オヨ シサン フサイ サガク ゴウケイ		19,709		20,020






Sheet1

		連結業務費用計算書（令和元年度） レンケツ ギョウム ヒヨウ ケイサンショ レイワ ガンネン ネンド

						（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		元年度 ガン ネンド

				（自平成30年4月1日） ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（自平成31年4月1日） ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

				（至平成31年3月31日） イタ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（至令和2年3月31日） イタ レイワ ネン ガツ ニチ

		人件費 ジンケンヒ		230		228

		退職給付引当金等繰入額 タイショク キュウフ ヒキアテキン トウ クリイレガク		45		42

		売上原価 ウリアゲ ゲンカ		315		291

		(再)保険費 サイ ホケン ヒ		41		23

		補助金等 ホジョキン トウ		1,547		1,599

		委託費等 イタクヒ トウ		546		583

		庁費等 チョウヒ トウ		140		153

		減価償却費 ゲンカ ショウキャクヒ		385		270

		貸倒引当金繰入額 カシダオレ ヒキアテキン クリイレガク		1		5

		支払利息 シハライ リソク		26		23

		資産処分損益 シサン ショブン ソンエキ		45		39

		その他の業務費用 タ ギョウム ヒヨウ		222		288

		本年度業務費用合計 ホンネンド ギョウム ヒヨウ ゴウケイ		3,551		3,550









資 産（20兆207億円）
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合計：19兆7,098億円 合計：20兆207億円

主な増減要因について（対前年度末比＋3,108億円）

◇ 現金・預金（9,707億円：対前年度末比+414億円）

• 主に、農林水産省の現金・預金が350億円減少している一方で、農畜産業振興機構の現金・預金が
737億円増加していることなどによるものです。

◇ 貸付金（3兆1,765億円：対前年度末比+967億円）

• 主に、（株）日本政策金融公庫の貸付金990億円の増加によるものです。

◇ 有形固定資産（13兆4,379億円：対前年度末比＋1,838億円）

• 国有財産における立木竹の資産評価等による増加1,212億円や、 公共用財産の新設・改良等による
増加634億円などによるものです。

連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

（単位：億円）
【現金・預金】
現金、銀行預金、日本銀行預金及び財政融資資金
預託金

【有価証券】
・農水産業協同組合貯金保険機構 4,268億円
・（独）農業者年金基金 3,068億円
・（独）農林漁業信用基金 1,116億円

など

【出資金】
特殊法人等（連結対象外）への出資及び関係会社
株式
・農林水産省 1兆1,254億円
・（独）農畜産業振興機構 54億円

【国有財産等（公共用財産を除く）】
国有林野、官行造林地、庁舎等
・立木竹 4兆2,409億円
・土地 1兆6,707億円
・建物 1,438億円 など

【未収金等】
売掛金、未収金等

【貸付金】
・（株）日本政策金融公庫 3兆1,028億円
・（独）農林漁業信用基金 647億円 など

【公共用財産】
・土地改良 4兆5,114億円
・海岸 1兆3,122億円
・治水(治山) 9,169億円
・漁港 4,651億円 など

【その他】
たな卸資産（国内米、外国米麦など）や
（公社）国際農林業協働協会への貸付米 など
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負 債（5兆8,045億円）
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合計：5兆8,022億円 合計：5兆8,045億円

【未払金等】
未払金、未払費用及び買掛金
・補助率差額の未払金
・（独）農畜産業振興機構の売買事業費未払金

など

【退職給付引当金】
退職手当、恩給給付、整理資源、国家公務員災害
補償年金に係る引当金

【借入金】
・（株）日本政策金融公庫 2兆4,718億円
・農林水産省 1兆2,218億円
・（独）農業者年金基金 2,900億円
・国立研究開発法人
森林研究・整備機構 1,241億円

など

【政府短期証券】
食糧証券

【責任準備金】
・農水産業協同組合貯金保険機構 4,417億円
・（独）農業者年金基金 3,334億円
・国立研究開発法人
森林研究・整備機構 49億円

・（独）農林漁業信用基金 10億円

【公債】
・日本政策金融公庫債券 2,599億円

【その他】
支払備金や未経過（再）保険料、連結法人の支払
承諾及び保証債務など

（単位：億円）

主な増減要因について（対前年度末比＋23億円）

◇ 借入金（4兆1,328億円：対前年度末比＋437億円）

• （株）日本政策金融公庫の借入金が1,059億円増加している一方で、農業者年金基金の借入金が352
億円減少していることなどによるものです。

◇ 責任準備金（7,811億円：対前年度末比＋144億円）

• 主に、農水産業協同組合貯金保険機構の責任準備金104億円、 (独)農業者年金基金の責任準備金
49億円の増加によるものです。

◇ 退職給付引当金（3,735億円：対前年度末比▲534億円）

• 主に、農林水産省の退職給付引当金494億円、農業・食品産業技術総合研究機構の退職給付引当
金27億円の減少によるものです。
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費 用（3兆5,506億円）
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【人件費】
職員の給与等

【売上原価】
食糧の売払収入に対応する原価等

【その他】
退職給付引当金等繰入額、（再）保険費、庁費
等、支払利息、資産処分損益 など

【補助金等】
・農業競争力強化基盤整備事業費補助 930億円
・農山漁村地域整備交付金 774億円
・農村地域防災減災事業費補助 704億円
・漁業経営安定対策事業費補助金 657億円
・漁港施設災害復旧事業費補助 643億円

など

【委託費等】
委託費、交付金、分担金、拠出金、補給金
・水田活用直接支払交付金 2,937億円
・農業経営安定事業生産条件不
利補正対策交付金 2,196億円

など

主な増減要因について（対前年度比▲7億円）

◇ 補助金等（1兆5,991億円：対前年度比＋513億円）

• 国産農産物生産・供給体制強化対策地方公共団体整備費補助金104億円、農業水利施設保全管理
整備交付金99億円等が増加していることなどによるものです。

◇ 委託費等（5,831億円：対前年度比＋366億円）

• 農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金465億円、農林漁業センサス実施委託費42億円等
が増加していることなどによるものです。

◇ 減価償却費（2,705億円：対前年度比▲1,151億円）

• 主に公共用財産における減価償却費の減少によるものです。

【減価償却費】
有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

連結財務書類 フローの状況 （業務費用計算書）

（単位：億円）



※令和元年度連結財務書類における連結対象法人は、以下のとおりです。

■独立行政法人等 9法人

■特殊会社 1法人

■認可法人 1法人

合計 11法人

連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象と

しています。

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁

が監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び

財政支出の有無によって業務関連性を判断することとしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考

えられますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人な

どの既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結に際

して必要な修正を行った上で連結することとしています。

（独）農林水産消費安全技術センター

（独）家畜改良センター

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

国立研究開発法人国際農林水産業研究センター

国立研究開発法人森林研究・整備機構

国立研究開発法人水産研究・教育機構

（独）農畜産業振興機構

（独）農業者年金基金

（独）農林漁業信用基金

（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務勘定）

農水産業協同組合貯金保険機構
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